
区 分 履 行 状 況
未履行事項について

の実施計画

設 置 時

（２６年４月）

（１）両学科の関係について
混乱する懸念があることか
ら、どのような理念や特色の
もとに、両学科が同一学部の
中に置かれているかについて
整理し、全ての関係者がその
相違を理解できるよう適切に
周知すること。

留意事項 統一的な学部コンセプトの
もとに両学科が並存してい
ることの意味・意義を大
学・学部広報誌等で説明を
行うとともに、両学科共通
科目である入門ゼミナール
を利用し、7月に学部開設記
念式典及び記念シンポジウ
ムを関係者及び学部生列席
のもと実施した。また12月
に矢田前神戸市長の講演
会、1月に阪神淡路大震災20
年の学生参加型学部統一シ
ンポジウムを開催し、それ
ぞれ一般市民にも開放し、
学部理念と両学科の特徴を
説明する機会を設けた。こ
の学部統一シンポジウムは
平成27年度にも開催する準
備を行っている。

（２）現代社会学科では「日
常あるいは平常時の地域社会
諸側面における課題」、社会
防災学科では「非常時への事
前・事後の社会的な備えの対
応に関する諸課題」を解決で
きる人材養成をそれぞれ掲げ
ているが、平常時であっても
リスクに備える必要があり、
非常時であっても平時からの
地域社会活動が意味を持つな
ど、平常時と非常時で単純に
区分し難い側面があるため、
養成する人材像を再構築し、
それを反映した教育課程につ
いて不断に検証しつつ、特色
ある教育課程の充実に努める
こと。

留意事項 全学レベルの自己点検評価
委員、両学科教員からなる
学部内自己点検評価小委員
によって自己点検がなさ
れ、その中でいわゆる学部
教育理念に基づいたAP、
CP、DPについては現状はそ
の周知と広報が優先的にな
されるべき段階であり、養
成する人材像を含んだその
再検討及びそれに基づいた
具体的なカリキュラムの変
更は平成30年度以降の実施
に向けてやや長い目で学部
及び両学科内で検討するこ
とで合意を見ている。
ただし、指摘にもあるよう
に、両学科の養成人材像が
相互補完的であることは認
識されており、学部共通科
目を通して、また学部統一
的なシンポジウムの開催等
により、お互いの学科内容
の共通性にふれる機会の提
供を積極的に展開してい
る。

６ 留意事項等に対する履行状況等

留 意 事 項 等

１．本学部に現代社会学科と
社会防災学科の２学科を設置
する理念、特色について整理
し、特に以下の点について受
験生等全ての関係者が理解で
きるよう適切に周知するとと
もに、教育課程の充実に努め
ること。
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２．養成する人材像として掲
げる、国際的視野とその経験
を備えている人材が養成され
るよう、語学教育科目につい
て、学生に対し教育課程の順
序性を踏まえた体系的な教育
課程となっていることを明確
にするとともに、履修指導を
適切に行うよう努めること。

留意事項 平成26年度専門英会話の履
修者数は、学部合計の数値
となるが、専門英会話Ⅰが
186名、専門英会話Ⅱが167
名と80～90％を学生が履修
したのに対して、平成27年
度前期では専門英会話Ⅰが
164名、2年次配当の専門英
会話Ⅲが122名、時事英語Ⅰ
が43名の履修者数となって
おり、昨年同様に1年次生そ
して2年次生ともに、80％ほ
どが履修している。その内
容及びレベルは、専門英会
話Ⅰから原則として系統的
に上昇させるようになって
おり、ほぼ80％の学生につ
いてはその意味において段
階的な履修を行っていると
とらえることができ、適切
な履修指導が実現できてい
るものと考える。

３．「法律学の基礎Ⅰ」は憲
法を扱うこととなっている
が、「法と社会Ⅰ」、「法と
社会Ⅱ」の内容と重なるた
め、整合性を図る必要があ
り、また、「法律学の基礎」
と銘打つ以上、「法律学の基
礎Ⅰ」、「法律学の基礎Ⅱ」
は憲法、行政法等の公法だけ
でなく、社会防災に関わる私
人間の法律問題への理解、対
応のあり方を学ぶためにも、
民法、民事訴訟法等の私法領
域を含めた、法体系全体を対
象とする授業内容にする必要
がある。このため、「法律学
の基礎Ⅰ」、「法律学の基礎
Ⅱ」の授業内容について見直
しを図ること。

留意事項 「法律学の基礎Ⅰ・Ⅱ」の
内容につき再検討を行った
が、双方ともに公法だけで
なく、民法、民事訴訟法等
私法領域もカバーするに
は、（１）必然的にそれぞ
れの科目の授業内容の希釈
化とならざるをえない、
（２）法律学の基礎Ⅲ・
Ⅳ」等設置科目の追加をす
れば学部共通科目数が肥大
化し、学生の履修が分散し
かねないといった危惧が兼
坦教員との会議において出
され、さらに検討を重ねる
ことが望ましいとの結論に
至った。したがって、平成
27年度については提出した
授業内容で開講している。
「法と社会Ⅰ・Ⅱ」との整
合性についてとともに今後
とも検討を重ねる予定であ
る。

４．単位互換科目の読み替え
について一覧が示されている
が、英語等の基礎科目も含ま
れているため、実施に際して
は、学科設置の趣旨・目的等
に照らして適切な科目とする
こと。また、読み替え科目間
に互換性があるのか懸念があ
るものがあることから、適切
な読み替えとなるよう読み替
え科目の内容を精査した上で
実施すること。

留意事項 神戸ポートアイランド4大学
連携単位互換制度に基づ
き、シラバス内容等を十分
に精査したうえで開講して
いる（別紙参照）。

単位互換科目について
は、平成26年度から発
足した共通教育セン
ターの各分野を担当す
る専任教員（分野主
任）を中心に検討す
る。

留 意 事 項 等
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８．教員の負担について、担
当授業科目の削減など具体的
な負担軽減策が講じられてお
らず、依然として教員の負担
が極めて重いと思われ、教員
の研究時間の確保、学生指導
の質の低下が懸念される。こ
のため、各教員が研究活動、
学生指導等を十分に行うこと
ができるよう、大学設置基準
第１０条の趣旨を踏まえつ
つ、実質的な教員負担の軽減
を図ること。

また、教員の負担軽減とし
て実習助手を採用する計画だ
が、実習の質が担保されるよ
うな専任教員との連携体制を
構築し、着実に実施するこ
と。

留意事項 大学設置基準第10条の趣旨
をふまえ、学部内において
主要授業科目以外の授業科
目につき兼坦教員に依頼す
ることを現在検討中であ
り、そのことを通じて、カ
リキュラムの履行を妨げな
い限りでの専任教員負担の
実質的な軽減を図る予定で
ある。
今年度より実習科目が増加
するが、実習助手も5名体制
となり、実習運営にかかる
会議は各実習科目担当教員
と実習助手を交えて開催さ
れており、両者の連携体制
はとれている。ただし、現
代社会学科における実習科
目（現代社会基礎実習）の
内容自体は各教員（群）及
びその担当分野によって異
なっているので、それぞれ
において実習運営について
の会議を行っているのが実
態である。

○留意事項１（２）を実施す
る際には、平時・非常時と
いった単純な二項対立によっ
て機械的に説明するのではな
く、例えば安全な社会をつく
るための基礎と応用、実践や
社会貢献の役割などを重層的
に取り上げていくことが望ま
しい。

その他意見 現段階においては、それぞ
れの学科専門教育科目を関
連科目として履修可能なよ
うに設定して、指摘意見に
対応しようとしている。こ
の関連科目を履修する学生
も一定程度存在しているこ
とがわかっており、より体
系的に両学科の科目を学修
できるよう、カリキュラム
変更の一部として学科関連
科目の再設定を平成30年度
以降の実施に向けて再検討
する予定である。

○語学科目について、現代社
会学部の養成する人材像の特
色に対応するような語学力を
身につけさせる授業内容とす
ることが望ましい。

その他意見 平成26年度においても、ま
た平成27年度前期において
も、1年次、2年次ともにほ
ぼ80％の学生が専門英会話
を履修あるいは履修し続け
ており、語学力育成に関す
る教育理念の枠組みは実現
できている。
その内容についても、専門
語学科目担当教員及び教務
委員である専任教員が兼任
教員と検討を行い、学生の
英語レベルの実態に合わせ
ると同時に、かつ学部の養
成人材像にあった教育内容
となるようその検討を行っ
た。
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